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お知らせ 

JST共創の場形成支援プログラム（COI-NEXT）地域共創分野に本学と沖縄市・うるま市を

中心とする提案が採択 

 

  国立研究開発法人科学技術振興機構（JST）による「共創の場形成支援プログラム（COI-

NEXT）地域共創分野」の令和 4年度育成型に、琉球大学、沖縄市、うるま市、沖縄県畜

産研究センター、合資会社オキスイ，株式会社バイオジェット、沖縄ガス株式会社、オリ

オンビール株式会社、共和化工株式会社、株式会社日本フードエコロジーセンターの連携

体による「フード・トランスフォーメーションが結ぶ環境・観光アイランド実現拠点」が

採択されました*1。 

  地域住民、自治体、企業・大学・公設試が食品・畜産・農業・観光の高度連携によって

資源やエネルギーを循環させ、持続可能な環境・観光立県を実現するための取組がスター

トします。 

 

*1 プレスリリース資料「COI-NEXT令和４年度新規採択プロジェクトについて」 

https://www.jst.go.jp/pr/info/info1584/pdf/info1584.pdf 

 

1. 「共創の場形成支援プログラム」について 

  大学等が中心となって未来のありたい社会像を策定し、その実現に向けた研究開発を推

進するとともに、プロジェクト終了後も持続的に成果を創出する自立した産学官共創拠点

の形成を目指す産学連携プログラムです*2。「共創分野」「地域共創分野」の 2 つのタイプ

があり、今回採択された「地域共創分野」は地域大学等を中心とし、地方自治体、企業等と

のパートナーシップによる地域の課題解決や地域経済の発展を目的とした自立的・持続的

な地域産学官共創拠点の形成を目的とした事業*3になります。 

 

  *2 JST 共創の場形成支援プログラム 概要 

  https://www.jst.go.jp/pf/platform/outline.html 

  *3 JST 共創の場形成支援プログラム 公募概要 

  https://www.jst.go.jp/pf/platform/koubo.html 

 

 

2. プロジェクトについて 

拠点名称：フード・トランスフォーメーションが結ぶ環境・観光アイランド実現拠点 

プロジェクトリーダー：平良 東紀（農学部 教授） 

副プロジェクトリーダー：塚原 正俊（株式会社バイオジェット 代表取締役） 

拠点の全体管理を担う組織の代表：木暮 一啓（理事・副学長、研究推進機構長） 
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参画機関：琉球大学（代表機関）、沖縄市・うるま市（幹事自治体）、合資会社オキスイ・株

式会社バイオジェット（幹事機関）、沖縄県畜産研究センター・沖縄ガス株式会社・オリオ

ンビール株式会社・共和化工株式会社・株式会社日本フードエコロジーセンター（参画機関） 

   

実施期間：2022年度～2023年度 

 

地域拠点ビジョン 

  食品・畜産・農業の高度連携によって資源を循環させ持続可能な環境・観光の島を創る 

 

地域拠点の概要 

  多量のエネルギーと水を浪費する化学肥料や外国産穀物飼料の使用、食品廃棄は環境負

荷が極めて高く、販売価格や供給量が海外情勢に著しく左右されるため、自給率の向上が求

められています。加えて「島嶼圏」沖縄は狭い土地に自然・農地・生活圏・リゾート地が近

接し、資源の浪費による経済的損失と廃棄物による環境汚染が深刻な問題となってきまし

た。環境に配慮した高効率な資源循環は、県民の生活と自然環境を守り、観光立県沖縄の持

続可能な発展に不可欠です。本プロジェクトでは、地域住民・自治体・企業・大学が食品・

畜産・農業の高度連携によって資源循環を実現することで、持続可能な環境・観光立県を共

創することをビジョンとしました。 
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地域拠点が目指す未来像（10年後の未来像） 

  沖縄県は自然と生活・農業・畜産が一体化した「フード・トランスフォーメーション（FX）」

により観光資源である自然を持続的に利用可能とした「サスティナブル環境・観光アイラン

ド」として世界中から注目を浴びています。沖縄の生活圏・観光地から出る食品の残渣は「エ

コフィードセンター」「堆肥・バイオガスプラント」で IoT/AI（高精度自動分別・飼料設計、

加工技術、病原菌検出・予防技術）によりエネルギーと高機能飼料・堆肥に変換され、食品

および畜産廃棄物はゼロになっています。地域で生産される作物や食肉は「環境に配慮した

ブランド食品」として地域社会に受け入れられ、廃棄物から生み出された新たな再生可能エ

ルギーは脱炭素社会に貢献しています。また最先端の環境モニタリングシステムにより自

然環境の維持・改善に繋がっているか定量的に評価されています。さらに観光地では、得ら

れた食材の提供とフード・トランスフォーメーションに関するシステムの学習・体験プログ

ラムが提供され、持続可能な社会に最も重要な「人材」の育成も行われています。 

 

関連する SDGs 

  SDG 2. 飢餓をゼロに 

  SDG 7. エネルギーをみんなに そしてクリーンに 

  SDG 8. 働きがいも経済成長も 

  SDG 11. 住み続けられるまちづくりを 
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  SDG 12. つくる責任 つかう責任 

 

地域拠点の幹事自治体について 

  沖縄市は、「世界にひらき活力あふれる国際文化観光都市」を将来像とし、2021 年から

2025年を計画期間とする第 5次沖縄市総合計画前期基本計画を策定しています。総合計画

では、5つの将来像を実現する基本方向として「環境と共生する力強い農林水産業を展開す

る」、「環境と共生する社会を築く」ことが掲げられており、本提案の将来ビジョン「食品リ

サイクルによって繋がる豊かな地域社会」は、沖縄市の掲げるこれらの基本方向と合致して

います。 

  うるま市は、2020年 3月に今後 5年間を計画期間とする「第 2次うるま市まち・ひと・

しごと創生総合戦略」を策定しました。4つの基本目標を軸にした施策体系の中で「農水産

業の活性化と高度化」「観光関連産業の活性化」を実現しつつ「利便性と快適性向上の生活

基盤の整備」を進めるとしており、県内畜産業の中心であると同時に排水や廃棄物の適正処

理を優先課題としている同市の方針と本提案の将来ビジョンは価値観を共有しています。 

  フード・トランスフォーメーション社会実現拠点形成の初期段階においては、主に沖縄

市・うるま市を中心としたエリア（下図参照）のステークホルダーにターゲットを絞り、地

域に密着したコンパクトな拠点モデルを構築します。 

 
07



 

 

 

 

 

問い合わせ先： 

総合企画戦略部研究推進課  

宜志富 知恵子 chieko-g@cs.u-ryukyu.ac.jp 
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